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地球温暖化に対応した国土保全支援システムに関する研究 

 
国土技術政策総合研究所・福田晴耕 

 

１．研究の目的 

我が国の場合、排出する温室効果ガスの約８割

がエネルギー起源の二酸化炭素であり、一方、植

生によるＣＯ2 削減効果が極めて大きく期待され

ていることから、植生モニタリングによるＣＯ2

固定量の精緻な算定を可能とすること、並びに排

出の大きな要素である交通部門におけるＣＯ2 排

出量削減に対する効果的施策を提言することは極

めて重要である。また温暖化リスクの中で災害、

渇水リスクを適切に評価する手法を開発し、我が

国に及ぼすリスクを評価することは、国土管理上

重要な課題であるとともに、アジア太平洋地域の

各国に対する国際貢献の面でも重要であり、早急

に研究を推進していく必要がある。 

 

２．研究の方法 

 本研究は、以下の３つのテーマより構成し、研

究を進めている。 

① 地球環境の衛星モニタリング技術に関する

研究 

② 交通部門における二酸化炭素排出量削減施

策の効果に関する研究 

③ 地球温暖化に対応した災害リスクの軽減対

策に関する研究 

 

３．研究の成果 

３．１ 地球環境の衛星モニタリング技術に関す

る研究 

 IKONOS 画像及びレーザープロファイラーによ

り都市内の緑地の抽出を行った（図－１参照）。 

図－１ IKONOS 画像とレーザープロファイラー 

による樹木域の樹高抽出 

 

その結果をもとに、ＣＯ２固定量の算定を行うと

ともに、ハイパースペクトラルセンサーによる樹

種判別技術の検討を行った。また、リスクポテン

シャルの算出手法開発に向け衛星モニタリング技

術の適用性向上を図った。 

 平成１６年度は衛星データ等の利用による都市

緑地総量調査手法の開発を行い、ＣＯ２固定量の

精緻な算定に応用するとともに、衛星データの自

動補正化技術の開発や共有化の推進等の高度利用

に資する研究を進める。また、衛星データを利用

した災害の予測・解析手法の開発を行い、衛星デ

ータから災害リスクの算出のための提案を行う

（図－２参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 衛星によるモニタリングイメージ 

 

３．２ 交通部門における二酸化炭素排出量削減

施策の効果に関する研究 

交通部門からのＣＯ２排出量削減施策効果の分

析手法を構築し、予算制約条件下での目標達成に

向けた必要施策量の推計、ＣＯ２排出量削減施策

の効果発現時期に関する検討を行った。 

平成１６年度は社会的受容性等を考慮した総合

評価手法の開発を行うとともに、地域の特性に応

じたより効果的な施策パッケージ（削減シナリ

オ）の提案を行う（図－３、４参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ ＣＯ２削減シナリオの検討フロー 
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図－４ CO2排出量削減シナリオの例 

 

３．３ 地球温暖化に対応した災害リスクの軽減

対策に関する研究 

地球温暖化に伴う降雨特性変化に関して気象

庁・気象研究所と共同研究を進めるとともに、水

害・土砂災害・渇水リスクの評価手法等の開発を

行った（図－５参照）。 

 

図－５ 累積降水量の将来比 

(2081-2100年/1981-2000年：3-5月) 

 

１６年度は我が国に及ぼす温暖化による水害、

土砂災害、渇水等のリスクを評価し、その対策の

方向性を定めるリスク指標等を提案する（図－６

参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－６ 直轄109水系の水害に対する 

脆弱性を評価する指標(FVI)の一次試算値 

 

４．今後の課題 

本研究は、国土技術政策総合研究所の研究方針

に掲げた１７の技術政策課題の解決を図るため、

「プロジェクト研究」として重点研究課題に位置

付けており、所内において関係研究部等が関連す

る研究課題ごとに連携することはもとより、他省

や関連する独立行政法人(土木研究所、建築研究

所等)、また大学等、国内外の研究機関とも連携･

協力･分担を図りながら研究を進めている（図―

７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－７ プロジェクト研究の全体構成 

 

 本年度は本プロジェクト研究の最終年度にあた

ることから、成果をとりまとめ、地球温室効果ガ

スの削減及び地球温暖化による災害の軽減につな

がる施策の提案を行う。 
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